
部活動の地域移行

官民連携セミナー

北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課
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部活動の地域移行とは？
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地域の多様な主体が運営・実施する地域クラブ活
動によって、部活動を代替するもの

※多様な主体
地方公共団体、総合型スポーツクラブ、スポーツ少年団、
体育・スポーツ協会、競技団体、文化芸術団体 等…



なぜ地域移行？

これまで、中学校年代の主なスポーツ・文化芸術活動先
であった学校の部活動

・特に北海道は全国よりも少子化が深刻。
（中学校生徒数はピーク時（1986年）に比べ、半分以下。）

・他地域との合同実施や、部員減少による廃部。
（道内中学校の部活動数は2015年に比べ、600部以上減少。）

少子化の影響により、学校単位での部活動実施が困難

このような状況を受け、国は令和５年度から公立中学
校の休日の部活動を段階的に地域の活動へ移行する方
針を示す。



学校部活動の課題
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○やりたい部活動が自分の中学校にない

○専門性や意思にかかわらず教師が顧問を務めて
いる指導体制

住んでいる地域により、体験格差が生じている



目指す姿
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各地域において、子どもたちのスポーツ・
文化芸術環境の再構築が必要！

○部活動の地域移行は、将来にわたって、子どもたちがスポーツ・
文化芸術活動に継続して親しむ機会を確保することが大きな目的。

○地域のスポーツ・文化芸術活動を構築していくということは、
「どんな地域にしたいか」「地域の子どもたちにどんなスポーツ・文化芸術
機会を提供したいか」という観点から検討を進めていくことが重要。
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地域移行の課題
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地域移行の課題

①指導人材の不足 ②運営財源 ③移動手段

・活動場所までの移動手段
・バス、タクシー等の運行が必要

・専門的な指導を行える人材が不足
・人口減少、関係団体の高齢化
・様々な種目への対応

教員から地域の指導者へ

・指導者の発掘や、養成が必要
・ICT機器活用による遠隔指導の可能性

部費から会費へ

・運営主体の財源不足
・国からの支援がいつまで続くかは不明
・受益者負担による家庭への負担

・「家庭所得による機会格差」が生じな
いような財政的支援

・企業からの協賛やふるさと納税等を活用
した運営財源確保

学校から地域の活動場所へ

・運行財源の確保
・地域における交通機関整備の政策と
セットでの検討
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今後の取組



子どもたちが、将来にわたってスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる環境を整えるため、企業等からの支援（寄附や人
的支援等）を受けられる体制を整備し、各地域における官民連携による取組促進を図る。

R5
教育庁部活動改革推進課

・行政や団体など既存のリソースだけで、部活動・地域クラブ活動を持続的に行う
ためには、参加者による相応の費用負担や継続的な財政的な支援が必要となる。
・改革推進期間後の持続可能な運営のため、道が企業等と連携しながら支援する仕
組や、実施主体が地元企業との連携体制の構築を支援する仕組みが求められている。

部活動の地域
移行に向けた
主 な 課 題

 運営団体・実施主体の整備
 指導者の質と量の確保
 運営財源の確保
 参加者の費用負担軽減

【役割分担案】

HokkaiDo Supporters for The ARts & SporTs

北海道

市町村教育委員会
地域クラブ

地元企業・商工会等

企業・経済団体

支援呼びかけ・事業提案等

事業企画

・寄付・協賛
・人的支援 等

・ノウハウ提供
・アドバイザー派遣

自走に向けた連携体制の構築

地域の支社や団体へ
支援呼びかけ

将来にわたり子どもたちがスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができるよう、官民連携で実施主体を支援

※Do-STARTとは･･･
HokkaiDo Supporters for The ARts & SporTsのアクロニムで、道内で始まった部活動の
地域移行を支援する仕組み

事業の実施にあたり、知事部局（環境生活部、
官民連携推進局）と道教委が横断的に連携し、
それぞれの役割を明確化することで、取組の推
進を図る。

総合政策部環境生活部

教育庁
ほっかいどう応援団会議

道内外企業 経済団体

地元企業 地域支社・支店

商工会・青年会

・ニーズの共有

Phase2

Phase1
事業の推進体制

環境生活部
（スポーツ振興課・文化振興課）

実施主体のニーズ把握

総合政策部
（官民連携推進局）

企業への呼びかけ

教育庁
（部活動改革推進課）

事業総括・企画



講師紹介
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【役歴】

- スポーツデータバンク株式会社 代表取締役

- スポーツデータバンク沖縄株式会社 代表取締役

- 台灣思動邦有限公司 董事長兼聰経理

- 一般社団法人沖縄スポーツ関連産業協会 代表理事 他

代表取締役 石塚 大輔

【主な委員等活動】

 運動部活動の在り方に関する総合的なガイドラインの作成検討会議 委員 [2017年度 文部科学省・スポーツ庁]＊

 地域×スポーツクラブ産業研究会 委員 [経済産業省]＊

 沖縄県部活動等の在り方に関する方針検討委員会 ［沖縄県教育庁］＊

 スポーツ審議会スポーツ基本計画部会（第2期） [スポーツ庁]＊

 運動部活動の地域移行に関する検討会議 委員 [スポーツ庁]＊

 神戸市部活動の地域移行のあり方検討委員会 委員 ［神戸市教育委員会］＊

 沖縄県運動部活動の地域移行に関する検討会 委員 ［沖縄県］＊

 日野市地域連携スポーツ協議会 委員 ［日野市教育委員会］＊

 横浜市スポーツ推進審議会 委員 ［横浜市教育委員会］

 沖縄県部活動の地域移行に関する総括コーディネーター［沖縄県教育庁］ ＊

 地域スポーツ連携・協働再構築推進プロジェクト広域連携検討会議アドバイザー［北海道教育庁］

スポーツデータバンク株式会社


